
平成 26 年 8 月 1 日 

保育課 

新制度における保育の必要性の認定基準について 

 現在、保育園に入園する際の基準となる「保育に欠ける」要件は、児童福祉

法第 24 条第 1 項により、条例で定めることになっており、「新潟市保育の実施

に関する条例」（別紙 1）で定めています。 

 新制度では、「保育の必要性の認定基準」について、国が「子ども・子育て支

援法施行規則」（別紙 2）で規定しているため、現行の条例を廃止し、国の施行

規則で保育を実施することになります。 

 なお、国の施行規則では、就労理由で入園する場合は、１か月の労働の下限

時間を、市町村で定めることになっています。現行の入園基準は、「1 日 4 時間

以上、週 4日以上仕事をしている」としており、月に換算すると 4 時間×4日×

4週＝64 時間となるため、下限時間を「64 時間」と定めたいと考えております。 

 現在は、64 時間以上就労していても、「1日 4時間以上、週 4日以上」就労し

ていなければ入園できませんが、新制度では日や週の条件はなくなります。 

 64 時間未満の就労の方は、3歳未満児は一時預かり、3歳以上児は幼稚園や認

定こども園の利用となります。 

○現行と新制度の基準の主な相違点 

 ・現行は同居の親族等が保育できる場合は、保育に欠けないとしていたが、

新制度では、同居の親族等は考慮せず、保護者の状態のみで判断する。 

 ・新制度では、継続的な求職活動、学生、虐待、ＤＶ、育児休暇中の兄・姉

の保育が明文化された。（本市では現在もこれらの事由で入園を認めていま

す。） 

○今後の予定

 ・平成 26 年 9 月議会で、「新潟市保育の実施に関する条例の廃止について」

を上程する。 

 ・8 月中に規則により、就労の下限時間を 64 時間と定める。 

 ・10 月 1 日より、平成 27 年度の保育園等の入園募集を開始する。 
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○新潟市保育の実施に関する条例

 (趣旨) 

第1条 この条例は，児童福祉法(昭和22年法律第164号)第24条第1項の規定に基づき，保育

所における保育を行うこと(以下「保育の実施」という。)に関し必要な事項を定めるもの

とする。

(平10条例17・一部改正) 

(保育の実施基準) 

第2条 保育の実施は，児童の保護者のいずれもが次の各号のいずれかに該当することによ

り，当該児童を保育することができないと認められる場合であつて，かつ，同居の親族そ

の他の者が当該児童を保育することができないと認められる場合に行うものとする。

(1) 居宅外で労働することを常態としていること。

(2) 居宅内で当該児童と離れて日常の家事以外の労働をすることを常態としていること。

(3) 妊娠中であるか又は出産後間がないこと。

(4) 疾病にかかり，若しくは負傷し，又は精神若しくは身体に障がいを有していること。

(5) 長期にわたり疾病の状態にある又は精神若しくは身体に障がいを有する同居の親族

を常時介護していること。

(6) 震災，風水害，火災その他の災害の復旧に当たつていること。

(7) 市長が認める前各号に類する状態にあること。

(平10条例17・平19条例34・一部改正) 

(申込手続等) 

第3条 この条例に定めるものの外，申込手続その他保育の実施に関し必要な事項は，市長

が別にこれを定める。

(平10条例17・一部改正) 

附 則

この条例は，昭和62年4月1日から施行する。

附 則(平成10年条例第17号) 

この条例は，平成10年4月1日から施行する。

附 則(平成19年条例第34号) 

この条例は，平成19年4月1日から施行する。
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現行の条例
（廃止するための条例を9月議会に上程予定）

　　資料６　　
　　別紙１　
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平成27年4月の入園事務はこの規則で行います。
※就労の下限時間を市で定める必要があります。

　　資料６　
　　別紙２　　
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